
令和元年５月 15 日 

総 務 部情 報公 開 課 

 

平成 30 年度公文書の公開状況および個人情報保護制度の運用状況について（報告） 

 

平成 30 年度における公文書の公開状況および個人情報保護制度の運用状況につい

て、練馬区情報公開条例第 29 条および練馬区個人情報保護条例第 33 条に基づき、下

記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 平成 30 年度公文書の公開状況および個人情報保護制度の運用状況 

  別添のとおり 

 

２ 区民への周知 

  練馬区役所と石神井庁舎の掲示場で公告するほか、区報および区ホームページに

おいて、区民への周知を図る。 

資料２



平成３０年度（２０１８年度） 

 

公 文 書 の 公 開 状 況 

個人情報保護制度の運用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年５月 

練馬区総務部情報公開課 



1 

 

○ 公文書の公開状況 

 

 練馬区情報公開条例における平成３０年度の公文書の公開状況は、つぎのとおりである。 

 

１ 公文書の公開請求状況 

 公文書の公開請求件数は958件、請求者は234人だった。 

請求内容では、「区政一般」に関するものが多く、全体の約２８．９％を占めている。 

 

表１ 公開請求の内容別件数 

公文書の内容 件数（件） 

区政一般 ２７７ 

都市整備・建築・土木 ２３５ 

教育 １５８ 

児童福祉 １２２ 

入札・契約など ８５ 

社会福祉 ５５ 

環境・清掃 １５ 

保健・衛生・医療 １１ 

議会 ０ 

合 計 ９５８ 

 

表２ 公開請求者の内訳 

区分 請求者数（人） 件数（件） 

区内在住者 ３９ ２５２ 

区外在住者 ４５ ２１７ 

区内の法人・団体など ６２ ２０５ 

区外の法人・団体など ８８ ２８４ 

合 計 ２３４ ９５８ 
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表３ 公開請求の目的別件数 

請求目的 件数（件） 

営業活動 ５１０ 

区政の監視、区民参加 ２８６ 

学問的な調査・研究 ９７ 

私的利害の調整 １６ 

請求目的の記載なし ４９ 

合 計 ９５８ 

 

２ 公文書の公開請求に対する公開決定等の状況など 

 請求件数（「不存在」と「取下げ」を除く。）に占める「全部公開」と「部分公開」の

割合は約９８．３％だった。また、公文書公開に関する審査請求が４件あった。 

 

表４ 公開請求処理状況 

処理状況 件数（件） 

全部公開 ４９０ 

部分公開 ２９６ 

非公開 １４ 

不存在 ４６ 

存否応答拒否 ０ 

取り下げ １１２ 

合 計 ９５８ 

 

表５ 公開請求に対する非公開の理由別件数 

非公開とした理由 件数（件） 

個人に関する情報で、特定の個人が識別され得るもの ２４２ 

法人などに関する情報で、法人などの正当な利益を害するもの １０１ 

公共の安全と秩序の維持に支障が生じる恐れがあるもの ３ 

審議・検討・協議に関する情報で、意思決定の中立性が不当に損なわれ

るなどの恐れがあるもの 
８ 

事務事業の適正な遂行に支障を及ぼす恐れがあるもの ２８ 

法令等の規定によって公開できないもの １０ 

他の制度との調整が必要なもの ０ 

 ※ 同一の公文書に、複数の理由が含まれているものがある。 
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表６ 公開諾否の決定に要した期間 

公開諾否の決定期間 件数（件） 

1週間までに決定したもの ２２ 

２週間までに決定したもの ２９３ 

１５日かかったもの ３８５ 

決定期間を延長したもの １４６ 

取り下げられたもの １１２ 

合 計 ９５８ 

 

表７ 請求方法 

請求方法 請求者数（人） 

窓口 １１２ 

インターネット ８９ 

ファクシミリ ２６ 

郵送 ７ 

合 計 ２３４ 
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○ 個人情報保護制度の運用状況 

 

 練馬区個人情報保護条例における平成３０年度の個人情報保護制度の運用状況は、つぎ

のとおりである。 

 

１ 自己情報の開示等請求の処理状況 

 自己情報の開示等請求件数は４８６件で、請求者は７０人だった。また、自己情報の開

示等に関する審査請求はなかった。 

 

 

 表１ 自己情報の開示等請求状況 

区 分 請求者数（人） 件数（件） 

区内在住者 ５３ ３７９ 

区外在住者 １７ １０７ 

合 計 ７０ ４８６ 

 

表２ 開示等請求処理状況 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

開示等請求処理状況 件数（件） 

 

開

示

請

求 

全部開示 ３５５ 

部分開示 １１１ 

非開示 ０ 

不存在 ２０ 

存否応答拒否 ０ 

取り下げ ０ 

訂正請求  ０ 

目的外利用中止請求  ０ 

外部提供中止請求  ０ 

合 計 ４８６ 
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表３ 諾否の決定に要した期間 

諾否の決定期間 件数（件） 

1週間までに決定したもの ２６ 

２週間までに決定したもの １３０ 

１５日かかったもの １１７ 

２０日かかったもの ０ 

決定期間を延長したもの ２１３ 

取り下げられたもの ０ 

合 計 ４８６ 

 

２ 業務の登録の状況 

 個人情報を収集する目的や利用方法を明らかにするため、個人情報を扱う区の業務を登

録している。平成３１年３月末現在の登録数は５１１件である。 

 

３ 個人情報ファイルの登録の状況 

 実施機関は、個人情報ファイルを保有しようとするときは、個人情報ファイルの名称、

利用目的、記録項目、記録される個人の範囲等を登録している。平成３１年３月末現在の

登録数は２９５件である。 

 

４ 業務の委託の状況 

個人情報を取り扱う業務の処理を区の機関以外のものに依頼しようとするときは、あら 

かじめ「情報公開および個人情報保護運営審議会（以下「審議会」という。）」の意見を聴

くとともに、個人情報の保護に必要な措置を講じている。平成３１年３月末現在の外部委

託の業務数は６６３件である。 

 

５ 目的外利用および外部提供の状況 

 個人情報は、収集した目的の範囲内で利用するのが原則である。ただし、本人が同意し

ている場合や法令で認められている場合、審議会に意見を聴き実施機関が必要であると認

める場合などに限り、区の内部でほかの目的に利用したり（目的外利用）、区の外部に提供

したり（外部提供）することができる。平成３０年度の目的外利用の延べ人数は６３，０

２５人、外部提供の延べ人数は１５２，７１８人である。 

 

６ 区の電子計算組織と区以外の電子計算組織との結合状況 

 実施機関は、管理個人情報を提供し、または提供を受けるため、区の電子計算組織と区

の機関以外のものの電子計算組織とを通信回線等により結合するときは、あらかじめ審議

会の意見を聴いている。平成３１年３月末現在の結合件数は６９件である。 
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７ 個人情報にかかる不適切な事務処理 

平成３０年度に発生した個人情報にかかる不適切な事務処理は、つぎのとおりである。 

 

表４ 個人情報にかかる不適切な事務処理 

 種 別 内 容 原 因 所 管 

1 

誤送付 

（10） 

【３０年５月】 

委託事業者が委任状を別人に

送付（１人） 

宛名と封入物の確認が不十

分だった 
戸籍住民課 

２ 

【３０年６月】 

別人の名前が記載された案内

文を送付（１人） 

送付文書の宛名確認が不十

分だった 
国保年金課 

３ 

【３０年７月】 

委託事業者が特別区民税・都民

税納付書を別人に送付（１人） 

宛名と封入物についてダブ

ルチェックを怠った 
税務課 

４ 

【３０年７月】 

発達検査の検査結果を別人に

送付（２人） 

〃 学務課 

５ 

【３０年７月】 

委任状と代表者事項証明書を

別人に送付（１人） 

宛名と封入物の確認が不十

分だった 
戸籍住民課 

６ 

【３０年８月】 

別人の戸籍の附票を含めて送

付（１人） 

〃 戸籍住民課 

７ 

【３０年９月】 

計画相談支援給付費支給通知

書を別人に送付（１人） 

宛名と封入物についてダブ

ルチェックを怠った 
保健予防課 

８ 

【３０年１１月】 

委託事業者が同住所の親族の

住民票の写しを送付（１人） 

宛名と封入物の確認が不十

分だった 
戸籍住民課 

９ 

【３１年２月】 

医療券有効期間満了のお知ら

せを別人に送付（２人） 

〃 保健予防課 

10 

【３１年３月】 

別人の保護変更決定通知書を

含めて送付（１人） 

〃 
石神井総合

福祉事務所 

11 

誤交付 

（２） 

【３０年６月】 

別人のメールアドレスが記載

された案内用紙を交付（１人） 

メールアドレスの確認を怠

った 
健康推進課 

12 

【３０年８月】 

別人の戸籍抄本を含めて交付

（１人） 

交付書類の確認が不十分だ

った 

区民事務所 

担当課 
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 種 別 内 容 原 因 所 管 

13 

紛失 

（８） 

【３０年６月】 

医療機関が検診用チケットを

紛失（廃棄）（１人） 

保管方法について、医療機

関内で統一が図られていな

かった 

健康推進課 

14 

【３０年７月】 

児童手当額改定認定請求書を

紛失（廃棄）（１人） 

不要書類を廃棄する際の確

認が不十分だった 

子育て 

支援課 

15 

【３０年９月】 

小児慢性特定疾病医療意見書

を紛失（１人） 

保健相談所から区役所への

書類移送にあたり、相互の

確認体制が不十分だった 

保健予防課 

16 

【３０年９月】 

委託事業者が学習会場におい

て参加者名簿を紛失（37 人） 

学習会場での管理が不十分

だった 

学校教育 

支援ｾﾝﾀｰ 

17 

【３０年１０月】 

戸籍の訂正に関する申請書類

一式を紛失（１人） 

決裁終了後から保管するま

での間の管理が不十分だっ

た 

戸籍住民課 

18 

【３０年１１月】 

送付された回答書を紛失（廃

棄）（１人） 

封筒を廃棄する際、中身の

確認を怠った 
戸籍住民課 

19 

【３０年１２月】 

訪問予定が記載された私物の

手帳を紛失（15 人） 

私物の手帳に訪問予定を記

載していた 

光が丘 

保健相談所 

20 

【３１年２月】 

ねりっこ学童クラブへの申請

書類を紛失（廃棄）（１人） 

申請書類を誤った場所に保

管していた 

こども施策 

企画課 

21 
誤送信 

（１） 

【３０年５月】 

保育料請求引き止め依頼書を

誤送信（１人） 

金融機関から聴き取った

FAX番号の確認が不十分だ

った 

子育て 

支援課 

 


